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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　2024年６月27日に提出した第28期（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）の有価証券報告書の記載事項の一部

に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものです。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

３　事業等のリスク

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は下線を付して表示しています。

 

第一部【企業情報】

第２【事業の状況】

３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社グループの財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクとしては以下

のようなものがあります。必ずしもそのようなリスクに該当しない事項についても、投資者の投資判断上重要である

と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に記載していますが、当社株式への

投資に関連するリスクのすべてを網羅するものではありません。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

 

　　（訂正前）

(1) ～(6) ＜略＞

(7) その他

① ～③ ＜略＞

④ 譲渡制限付株式による株式の希薄化について

　当社グループは、取締役等の報酬と株式価値との連動性をより一層強めることにより、取締役等に当社の企業価

値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役等と株主の皆様との一層の価値共有を進めるこ

とを目的として譲渡制限付株式報酬制度を導入しており、2022年７月20日開催の取締役会決議に基づき、2022年８

月15日に当社の取締役並びに当社の執行役員及び当社連結子会社の取締役に対し、譲渡制限付株式としての新株

751,000株を発行しました。2022年６月28日開催の第26回定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬制度におい

て取締役に対して発行または処分される当社の普通株式の総数は、年間56万株以内、年額１億円以内と承認されて

おり、今後、同制度に基づき、譲渡制限付株式としての新株が発行された場合、当社の１株当たりの株式価値が希

薄化し、株価に影響を及ぼす可能性があります。なお、当社は、2024年６月26日開催の取締役会決議に基づき、

2024年●月●日に当社の取締役並びに当社の執行役員及び従業員に対し、譲渡制限付株式としての新株●株を発行

する予定です。

⑤ ～⑥ ＜略＞
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　　（訂正後）

(1) ～(6) ＜略＞

(7) その他

① ～③ ＜略＞

④ 譲渡制限付株式による株式の希薄化について

　当社グループは、取締役等の報酬と株式価値との連動性をより一層強めることにより、取締役等に当社の企業価

値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役等と株主の皆様との一層の価値共有を進めるこ

とを目的として譲渡制限付株式報酬制度を導入しており、2022年７月20日開催の取締役会決議に基づき、2022年８

月15日に当社の取締役並びに当社の執行役員及び当社連結子会社の取締役に対し、譲渡制限付株式としての新株

751,000株を発行しました。2022年６月28日開催の第26回定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬制度におい

て取締役に対して発行または処分される当社の普通株式の総数は、年間56万株以内、年額１億円以内と承認されて

おり、今後、同制度に基づき、譲渡制限付株式としての新株が発行された場合、当社の１株当たりの株式価値が希

薄化し、株価に影響を及ぼす可能性があります。なお、当社は、2024年６月26日開催の取締役会決議に基づき、

2024年７月17日に当社の取締役並びに当社の執行役員及び従業員に対し、譲渡制限付株式としての新株914,500株

を発行する予定です。

⑤ ～⑥ ＜略＞
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